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山口地方裁判所委員会（第２７回）議事概要 

 

１ 日時 平成２８年７月１５日（金）午後３時から午後５時まで 

２ 場所 山口地方裁判所大会議室 

３ 出席者 

 (1) 山口地方裁判所委員会委員（五十音順，敬称略） 

      小島裕美，小野寺雅子，木村繁明，桑原直子，兒玉達哉，小西義博，小

松武士，椿美紀代，松村和明 

 (2) ゲストスピーカー 

    山口県男女共同参画相談センター所長 平川惠美子 

    山口県警察本部生活安全企画課課長補佐 穐枝繁直 

 (3) 説明者 

    秋本主任書記官，田端書記官 

 (4) オブザーバー 

   藤井事務局長，中島事務局次長，寺崎首席書記官，矢野次席書記官 

４ 議事の概要 

(1) 委員長挨拶 

(2) 新任委員自己紹介（兒玉委員，椿委員，松村委員，桑原委員） 

(3) ゲストスピーカー紹介 

(4) 委員長代理指定 

  桑原委員が委員長代理に指定された。 

(5) 報告「第２６回山口地方裁判所委員会での御意見を踏まえた取組につ

いて」（総務課長）  

(6) 議題「ＤＶ防止法に基づく保護命令制度について」 

   ア 山口県男女共同参画相談センターにおける，ＤＶ相談の実状や取組等に

ついて（山口県男女共同参画相談センター平川所長による基調説明） 
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   イ 山口県警察本部における，ＤＶ相談の実状や取組等について（山口県警

察本部生活安全企画課穐枝課長補佐による基調説明） 

   ウ 裁判所における保護命令手続及び申立件数等の統計報告について（秋本

主任書記官による基調説明） 

   エ 意見交換 

    意見交換の要旨は別紙のとおり 

 (7) 次回の意見交換のテーマについて 

    山口家庭裁判所委員会と合同で開催し，「山口地家裁における障害のある

方に対する合理的な配慮について」をテーマに意見交換を行うこととなった。 

(8) 次回開催日の決定 

   平成２９年２月２０日(月)午後３時 
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（別紙）  

「ＤＶ防止法に基づく保護命令制度について」に関する意見交換の要旨 

（発言者：◎委員長，○委員，△ゲストスピーカー，□裁判所） 

◎ 先ほどの三名の基調説明について，御意見や質問を伺いたい。 

○ 山口県男女共同参画相談センター（以下，「センター」という。）における，

ＤＶ相談後の流れはどのようになっているのか。 

△ 危険な場合は警察への相談を促し，また，今後の生活について，相談者に身近

な機関である市町のＤＶ担当課への相談を促し，将来の保護命令の申立てを考

慮して，暴力の証拠となる写真や診断書等を取得しておくよう助言したりして

いる。相談者に寄り添って話を聞き，相談者の立場に立ってアドバイスしてい

る。本人が希望されれば弁護士相談につなぐこともある。 

○ センターのパンフレットの，保護命令申立書の作成の部分は不明瞭である。特

に，「相談の事実が無い場合は公証人役場で認証を受けた書類」という部分は，

相談者には分かりにくいのではないか。それよりも，保護命令申立てを前提と

するのであれば，警察等に相談しなければならない等とした方がよいのではな

いか。また，警察では，保護命令申立てに関して，申立書作成の補助やアドバ

イスを行っているのか。 

△ 警察では，申立書作成の補助や説明は一切行っておらず，センター等に相談に

行くよう教示している。ただし，相談した事実については記録に残しており，

裁判所から書面提出請求書が送付された場合は，配偶者からの暴力相談等対応

票という書面を，その回答として裁判所に送付している。 

○ 警察への相談者に対し，センターに相談に行くよう教示することは，相談機関

のたらい回しになるのではないか。 

△ 警察には申立書が無く，申立書作成の補助をすることができないので，センタ

ーや裁判所に相談に行くように言うしかない。 

○ 保護命令申立事件の申立件数の減少理由は何か。 
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□ 減少理由は不明である。 

○ 保護命令申立ての却下の理由にはどのようなものがあるのか。 

○ 保護命令発令は，暴力の存在や更なる暴力の恐れ等が要件となっており，それ

らの客観的事実について，疎明では足りず，証明が必要となる。密室で起こり

がちな配偶者からの暴力については，写真や診断書があれば事実認定がしやす

いが，証拠が何も無く，申立人の陳述だけであると，場合によっては事実認定

ができないということが起こり得る。また，仮に暴力があったとしても，暴力

の経緯が日常の夫婦喧嘩の一端であるのか，それとも激しい虐待が毎回起こっ

ているのか，また，更なる暴力の恐れがあるのかということが認定できない場

合がある。そうすると，保護命令の要件を欠くことになり，却下となる。却下

の主な理由は，暴力の事実等の要件の立証ができていないことであると思われ

る。 

○ 保護命令の申立てから命令発令まで，どれくらいの期間を要するのか。例えば，

夫が妻に暴力を振るい，怪我を負わせて傷害罪で逮捕され，検察庁に送致され

た場合，１０日から２０日間勾留されることになるが，その間に保護命令の申

立てがされ，命令が発令された場合，更なる暴力の恐れが無いことから起訴猶

予となり釈放されることが多い。勾留延長がされない場合は，実質の勾留期間

が３，４日であることもあるが，その間の発令は可能か。 

□ 相手方の勾留の有無は申立時に必ず確認しており，勾留されている場合は，担

当裁判官にすぐに伝えている。申立書の記載に問題がなければ速やかに裁判官

が申立人の面接を行い，翌日か翌々日には相手方の審尋を行っている。勾留期

間が申立てから２，３日後に満了となる場合は，勾留期間中の命令発令は難し

いと思われる。 

○ 被害者が保護命令の申立てをするかどうか迷うこともあり，迷った末に申立て

をすることもある。そういう場合は速やかに命令を発令していただきたい。 

○ 申立人の状況は，命令発令の前提として把握しているが，保護命令の手続にお
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いては，申立人に事実を確認することの他に，相手方の言い分を聞くことや，

警察等から書類を取り寄せることが必要である。相手方が勾留されている場合

は，呼出状や命令の送付，送達が確実にでき，また，審尋期日に確実に裁判所

に連れてきてもらえるため，期間の見通しが立てやすい。 

○ センターでのＤＶ相談では，相手方の話も聞き，折り合いをつけるということ

は行っていないのか。 

△ センターでは，相談者の話を聞くのであって，相手方と連絡を取ることはない。 

○ 一方的な解釈ということになるのか。 

△ センターでは，相談者の立場に立った支援を行っている。 

○ 保護命令の申立てが取り下げとなるのは，どのようなケースがあるのか。 

○ ケースは多くないが，裁判官との面接を進めていく中で，命令発令の要件が無

いと思い当たって申立人自ら申立てを思い直すケースや，申立書や証拠書類等を

相手方に送る点を説明した際に，それにより相手方がショックを受けたり，相手

方との更なるトラブルを憂慮して取り下げるケースがある。おそらく，それほど

の被害ではなかったのだろうと推察される。 

◎ 引き続き，保護命令手続の周知，関係機関相互の連携，被害者保護のための留

意点について意見交換したい。まず，保護命令手続の周知の在り方についてであ

るが，センタ―及び警察以外の山口市におけるＤＶ相談窓口について紹介してい

ただきたい。 

○ 山口市では，市民会館の２階に，山口市の人権推進課が主管している市の男女

共同参画相談センターがあり，そこにＤＶ相談窓口を設置している。また，男女

共同参画基本計画の中の男女の人権の尊重というところで，男女間の暴力を許さ

ない社会の実現という施策を定めている。さらに，民間の社会福祉法人が運営し

ている母子生活支援施設があり，シェルターのようなものであるが，現在，２２

室保有しており，山口市も様々な機関と連携を図りながら検討を進めている。 

◎ センターや警察がＤＶ相談を受ける中で，必要に応じて保護命令手続の説明を
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していただいていると思うが，相談者にとって裁判所の手続は分かりやすいもの

となっているか。 

△ 相談者の中には，配偶者から暴力を受けており相手方から避難したいと考えて

いる者もいる。相談者が保護命令申立てを希望する場合は，保護命令の申立書は

分厚く分かりにくいところもあるため，相談員が記載方法を説明しており，また

記載したものを持参すれば記載内容を確認している。 

◎ 裁判所には，保護命令手続についてのパンフレットや申立書の記載要領はある

のか。 

□ 裁判所作成のパンフレットや記載要領は無い。窓口に来られて記載方法が分か

らないと言われた場合には，その都度説明している。 

◎ 保護命令申立書について，御意見や感想を伺いたい。 

○ 添付書類が多い。また，ホームページに申立書の書式や記載要領，記載例を掲

載するとよいと思う。 

○ 最近はネットの検索が主流となっているが，現在，ＤＶ相談等のワードで検索

した際に，県警やセンター，市の相談センター，県や市の担当課等の相談窓口は

上位に来るのか。センター等の相談機関が上位に来るように工夫したホームペー

ジを作成されてはどうか。 

□ 山口県ＤＶ相談で検索すると，センターや山口県の男女共同参画課は最上位に

来ており，山口県警もその次に来ている。ＤＶ相談で検索すると，全国のシェル

ターネットが一番に上がってくる。 

△ 申立書は記載事項が多いので書き損じもあると思うが，自筆でなくパソコンで

作成してもよいのか。パソコンでもよいのであれば，書式をホームページに掲載

してほしい。 

□ 署名と押印があれば，あとは自筆でなくても構わない。 

□ 山口地裁のホームページには申立書を掲載していない。掲載している庁もある

が，ＰＤＦ形式であり，書き込みができない。本委員会で，書き込みができる書
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式を掲載してほしいとの御意見をいただいたので，今後，検討する。 

◎ 書式のホームページへの掲載については多数の御意見を頂いたので，今後，検

討したい。山口県警のＤＶ相談件数は，平成２７年は９０７件であり，平成２８

年は６月末現在で４２５件である。また，センターの平成２７年度の相談件数は

概ね３００件であるが，山口地裁管内の保護命令申立件数は，平成２７年は３３

件であり，県警への通知件数は２７件である。山口県警及びセンターの相談件数

に比べ保護命令申立件数はかなり少ないが，保護命令手続の周知不足や，相談だ

けで足り申立ての必要がない等，その要因は，山口県警やセンターで分析されて

いるか。 

△ 山口県警ではそのような分析は行っていないが，各署から県警本部に上がって

くる報告を見ると，避難や離婚をするつもりが無く，同居を希望するケースが多

く，そのようなケースは保護命令の意味が無いので申立てに至らないのだと思う。 

△ センターの相談件数のうちＤＶ相談件数は概ね３００件であるが，保護命令の

申立てに至るのは，身体的暴力を受けており相手方から避難したいというケース

に限られるので，センターの相談件数と保護命令申立件数はリンクしないと思う。 

○ 報道でも，接近禁止命令が出ていたのに事件が起こったという話はよく聞く。

申立書を実際に見るとかなりの分量があるので，相当の覚悟が無いと書けないと

思う。また，申立ての際に証拠書類が必要であることが分かっていなければ，写

真や診断書が無いので手続が利用できないということになる。ほとんどの人が相

談で終わるとしても，本当に保護命令を必要とする一部の人に必要な情報がきち

んと届くのかというと，なかなか難しいのではないかと思う。申立ての前にセン

ター等への相談の事実が必要とはどういう理由からか。 

□ ＤＶ防止法１２条２項に基づくものである。保護命令が迅速に発令されるため

には，命令の発令要件を速やかに判断しうる資料が整えられていることが必要で

あり，センター等への相談の事実があれば，裁判所が書類の提出や説明を求める

ことにより迅速な証拠の確保を図ることができる。相談の事実がない場合は，客
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観的，定型的な信用力のある証拠であることが制度上担保されている公証人の認

証を受けた宣誓供述書を添付することで迅速な命令の発令を可能とする要件が整

えられているということになる。 

○ 警察やセンターでは，申立書に匹敵する程度の詳しい相談内容を記録として残

しているのか。「この時期に相談に来た。」程度ではないのか。 

△ 保護命令の相談は電話ではなく来所される。センターでの来所面接は，１時間

程度の時間をかけて，暴力の状況を聴取したり，保護命令制度の利用について情

報提供や助言を行っている。 

○ 真摯に保護命令発令を求めている場合は，しかるべき機関に相談に行っている

であろうし，宣誓供述書は公証人の面前で真実を述べて作成してもらうものであ

るが，虚偽の場合は科料の制裁があるので，それをもって真実性を担保するとい

う書面である。裁判所としては，そこまでしているということを受け取った上で

迅速に発令している。 

○ 申立書をホームページに掲載する等して，色々なところで広く目に触れるよう

にすれば，暴力を受けた人が，最終的にはこの手続きを利用すればよいのだなと

思い準備をすることができると思う。また，「男女共同参画相談センター」や

「レディースサポート」という名称からはＤＶ相談に結びつかないため，ＤＶ相

談窓口はここであるということが分かりやすくなるよう，何か工夫してはどうか。 

○ 申立書等を相手方に送付すると，なかなか詳細には記載できないのではないか。

相手方審尋を行い，相手方の言い分も聴くのであれば，申立書に詳細に記載しな

くてもよいのではないか。センターで申立書を作成する際に，相手方に送付する

ことへの抵抗を示すような反応はないのか。 

△ そのような反応はない。相手方の審尋もあるので，事実を記載するように言っ

ている。申立てをすると相手方を刺激するという理由で申立てを躊躇する人もい

る。 

○ 供述調書が相手方の目に触れるのかと聞かれることがある。相手方の目に触れ
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るとなかなか本当の事が言えないので，できるだけ目に触れないようにしている。

申立書に，相手方に送付する旨を記載するのはいかがなものか。 

□ ＤＶ防止法で，申立書等は相手方に送付しなければならないことになっている

が，申立人に二次被害が及ばないようにすることを第一に注意する必要がある。

申立書にある，「本申立書の写しは相手方に送付するので，そのことを前提に記

載してください。」という記載は，相手方に秘匿したい住所等の情報は絶対に記

載しないでくださいという注意の意味もある。申立人の秘匿情報が相手方に絶対

に漏れることがないようにするということが，現在，特に裁判所で注意を払って

いる点である。 

◎ 秘匿情報は現住所が主であるが，その他の事項についても，相手方に送付する

ことを前提に記載するよう促している。申立人保護のためにはできるだけ速やか

な発令が必要であるが，保護命令申立てから命令発令まで，平均でどれくらいの

期間がかかるのか。 

□ 勾留されている場合は１週間から１０日程度，それ以外であれば２週間程度か

かる手続である。 

◎ センターでは保護命令申立書作成についてのアドバイスをされているというこ

とであるが，申立書の書式は何部か備えがあるのか。 

△ 書式は備えていないが，相談員は内容を理解している。 

□ 裁判所からは申立書の書式を他の機関に配付していない。 

◎ 関係機関の連携には，日常的な情報交換としての連携と個別事件ごとの連携が

あると思うが，情報交換や意見交換の場としてはどのようなものがあるか。 

□ 山口県主催の，ＤＶ被害者の相談保護自立支援を迅速的確に行うためのＤＶ関

係機関の相互連携を目的とした山口県配偶者暴力相談支援連絡協議会が年１回開

催されている。参加機関は法務局や民間団体等であり，裁判所も参加している。

本年度は６月２７日に山口県庁において開催され，各参加機関から，各機関にお

ける取組や統計について報告された。 
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◎ 裁判所では，保護命令手続に特化した関係機関の協議会は，現在，行われてい

ない。一般的な情報交換のほかに，個別事件についての連携の取組みとしては，

申立書作成のサポートをしたり，県警に発令通知をしたり，県警から市町へファ

クシミリで発令の連絡をしたりということがあるが，それ以外の連携方法として

は，どのようなものが挙げられるか。 

△ 裁判所から山口県警にファクシミリで発令通知がされると，相手方と申立人の

住居を管轄する警察署へファクシミリで連絡する。その後，相手方と面接し，指

導や警告を行い，保護命令違反により検挙された際に保護命令を知らないと言わ

せないために，裁判官から命令の面前告知がされた場合でも，再度，警察官が，

命令を認識させるために主文を全部読んで聞かせて，保護命令内容を説明し，保

護命令遵守を認識させている。申立人には防犯指導を行い，保護命令違反の際に

は警察に通報するよう伝えており，親族や子への接近禁止命令も発令されている

場合には，親族や子供にも教示してもらい，子供の学校にも，相手方が来た場合

は通報するよう伝えるように教示している。 

△ 保護命令発令後は，警察において加害者への指導，警告や申立人への防犯指導

等の対応をしていただいているので，センターには保護命令発令後の相談はほと

んどない。ただし，ごく稀であるが，再度の申立てについての相談はある。 

◎ 保護命令には期間があり，状況が改善されていなければ再度の申立てを検討し

ていただくこととなるが，再度の申立ては多くされているのか。 

○ そう多くはないように思う。手紙の送り付け等があり，６か月ごとに申立てを

繰り返したケースがあった。このケースは警察が相手方の動きを常時把握してい

た。 

□ 平成２７年は，保護命令申立件数が２４件，再度の申立てが９件であった。平

成２８年は，５月現在で保護命令申立件数が１６件，再度の申立てが３件である。 

◎ 弁護士としては，相談を受けた際に，どのような法的手段を考えられるか。 

○ あまり担当していないので分からないが，シェルターへの避難や引き離しをし
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ないと難しいと思う。ＤＶの加害者は法令遵守の意識が薄いのではないかと思わ

れるので，法的手段には限界があると思う。 

○ 申立書の書式は，チェック方式や空欄を埋めれば良い等，非常に親切に作られ

ているが，保護命令の必要性，子や親族等への接近禁止を申し立てる理由及び陳

述書は，どのように記載したらよいか悩まれるのではないか。記載例を書式と併

せてホームページに掲載すれば，裁判所の手続を初めて利用する方も記載しやす

くなると思う。 

□ 陳述書の記載例は，ホームページには掲載していないが，窓口で交付できるも

のがある。必要性の記載のひな形はないが，これは本人に書いてもらう必要があ

る。 

◎ ホームページやパンフレットに書式を掲載することが，手続周知や利用し易さ

につながるという御意見をいただいたので，検討したい。 

以 上 


